
堺市犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票交付等業務の委託に関する要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、犬の鑑札（狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号。以下「法」と

いう。）第４条第２項の規定により交付するものをいう。以下「鑑札」という。）及び狂犬

病予防注射済票（法第５条第２項の規定により交付するものをいう。以下「注射済票」と

いう。）の交付並びにこれに係る手数料の徴収に関する業務（以下「交付等業務」という。）

を委託することについて必要な事項を定めることにより、飼い犬の登録及び狂犬病の予

防注射を推進するとともに、市民の利便性の向上を図ることを目的とする。 

 （業務の実施） 

第２条 交付等業務は、動物病院（獣医療法（平成４年法律第４６号）第３条の規定により

届出のあった診療施設であって、本市の区域内に所在するものに限る。以下同じ。）の開

設者（以下「動物病院開設者」という。）及び獣医師等により組織される団体（第１０条

において「職能団体」という。）のうち、本市が指定するもの（以下「指定事業者」とい

う。）に委託して実施するものとする。 

 （業務の内容） 

第３条 交付等業務の内容は、次のとおりとする。 

 (1) 法第４条第１項の規定による登録申請の受付及び鑑札の交付 

 (2) 前号の登録申請に係る手数料の徴収及びその領収書の交付並びに公金出納事務取扱

金融機関への当該手数料の払込み 

 (3) 注射済票の交付 

 (4) 前号の注射済票の交付に係る手数料の徴収及びその領収書の交付並びに公金出納事

務取扱金融機関への当該手数料の払込み 

 (5) 本市に対する交付等業務に係る実績報告書の提出 

 (6) 本市が指定する物品の配布 

 (7) その他市長が定める業務 

（鑑札及び注射済票の交付対象） 

第４条 指定事業者は、交付等業務として、本市の区域内に所在地を有する犬に狂犬病の予

防注射を行う場合においては、当該犬の所有者に対し、次の各号に掲げる区分に応じて、

当該各号に定めるものを交付するものとする。 

(1) 予防注射を受ける犬が飼い犬の登録を受けていない場合であって、当該登録に係る

申請を受理するとき。 鑑札及び注射済票 

(2) 予防注射を受ける犬が本市において飼い犬の登録を受けている場合 注射済票 

 （委託期間） 

第５条 交付等業務に係る委託の期間は、毎年４月１日から翌年３月１０日までとする。た

だし、交付等業務の開始日が４月２日以降である場合にあっては、当該期間の始期は、当



該開始日とする。 

 （委託料） 

第６条 交付等業務に係る委託料は、次の各号に掲げる業務１件につき、それぞれ当該各号

に定める額（当該額には、消費税額及び地方消費税額を含まないものとする。）とする。 

(1) 第３条第１号及び第２号並びにこれに係る同条第５号から第７号までに規定する業

務 ４００円 

 (2) 第３条第３号及び第４号並びにこれに係る同条第５号から第７号までに規定する業

務 ２００円 

 （募集の方法） 

第７条 市長は、指定事業者を募集しようとするときは、本市のホームページにおいてその

旨を告知するとともに、当該募集の開始日の直前の１月１日において獣医療法第３条の

規定による届出がされている動物病院に対し、その旨を文書で通知するものとする。 

 （指定の手続） 

第８条 前条の規定による募集に応じて指定事業者として指定を受けようとする者は、堺

市鑑札及び狂犬病予防注射済票交付等業務委託指定申請書（別記様式）により、交付等業

務の開始を希望する日の一か月前までに市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、第１０条に規定する基準に基づきその

内容を審査の上、指定事業者としての指定の可否を決定し、当該申請を行った者にその結

果を通知するものとする。 

３ 指定の有効期間は、当該指定を受けた日から第５条の委託の期間の末日までとする。 

 （契約締結の手続） 

第９条 指定事業者は、市長が指定する期日までに、本市が定める契約書に記名押印の上、

必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （指定の基準） 

第１０条 指定事業者としての指定の基準は、次のとおりとする。 

 (1) 動物病院開設者又は職能団体であること。 

(2) 法人税、所得税、消費税若しくは地方消費税又は本市が課税する市税を滞納していな

いこと。 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団、同法第２条第６号に規定する暴力団員又は堺市暴力団排除条

例施行規則（平成２４年規則第１０８号）第３条に規定する暴力団密接関係者でないこ

と。 

 （関係書類の提出請求） 

第１１条 市長は、必要があると認めるときは、指定事業者に対し、交付等業務に係る関係

書類の提出を求めることができる。 

 （委任） 



第１２条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年２月２５日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年１１月１日から施行する。



別記様式（第８条関係） 

 

堺市鑑札及び狂犬病予防注射済票交付等業務指定公金事務取扱者指定申請書 

  年  月  日 

堺市長 殿 

 

申請者 住 所（所在地）  

氏
フリ

 名
ガナ

（名称）   

（代表者
フ リ

氏名
ガ ナ

）                    

生 年 月 日 

（代表者の生年月日）    

電 話 番 号      

 

年度の鑑札及び狂犬病予防注射済票交付等業務の委託に係る指定公金事務取扱者として指定

を受けたいので、地方自治法第２４３条の２第１項及び堺市犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票交付等

業務の委託に関する要綱第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

１ 誓約事項 

  次の事項について、誓約します 

（１） 飼育動物診療施設開設届を大阪府に提出していること。 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規

定する暴力団、同法第２条第６号に規定する暴力団員又は堺市暴力団排除条例施行規則（平成２

４年規則第１０８号）第３条に規定する暴力団密接関係者でないこと。 

（３） 最近１年間において法人税、所得税、消費税若しくは地方消費税又は本市が課税する市税を滞

納していないこと。 

＊堺市に納税義務を有しない場合は、本店又は主たる営業所の所在地における市町村民税又は固定

資産税を滞納していないこと。 

 

２ 同意事項 

  応募要件の確認のため、堺市税の納税状況につき、堺市が下記の税目に係る関係公簿を調査すること

に同意します。 

 

 

 

 

３ 添付書類 

（１） 指定を希望する動物病院一覧表 

（２） 団体の目的、事業内容及び会員構成が確認できる書類（獣医師等により組織される団体に限

る。） 

（３） その他本市が指定する書類 

１ 市民税（個人の市民税・法人の市民税） ２ 固定資産税（土地・家屋・償却資産） 

３ 軽自動車税 ４ 特別土地保有税 ５ 事業所税 ６ 都市計画税 ７ 市たばこ税 

８ 入湯税 


